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・防災、減災対策の準備を進めていきたい！
・狙っている補助金がある！
・設備投資、機械などの購入予定がある！

こんな企業さまは必聴！

～第一部～ 事業継続力強化計画とは

三井住友海上あいおい生命保険株式会社
青森生保支社長

冨澤 梢 氏

①事業継続力強化計画の概要
②認定を受けるメリット
③防災・減災取り組みの策定について
④申請から認定までの流れについて

①補助金制度の概要
②申請から受領までの流れと留意点
③おすすめの補助金

会社名

TEL

下記項目を記入のうえ、FAXにてお申し込みください。

お役職

E-mail

※リモートによる講義となります。

認定支援と補助金申請支援セミナー

※定員（20名）になり次第、締め切らせていただきます。



日本では、2011年の東日本大震災、2016年の熊本地震、そして今年１月の能登
半島地震のような大災害のみならず、毎年のように種々の自然災害が発生していま
す。このような災害時においても、経済活動の持続性の観点から、各企業には事業の
継続性が求められている状況にあります。
しかしながら、多くの中堅・中小企業においては、BCP（事業継続計画）策定が進ん
でいないのが現状です。そこで今回は、中小企業庁が令和元年から開催した防災・減
災対策の第一歩である『事業継続強化計画』認定制度とその申請制度について、また、
認定制度のメリットの一つである「補助金が優先的に採択されること」を活かすため
に認定制度の関連補助金についてセミナーを開催いたします。

お問い合わせ先お問い合わせ先

講師プロフィール講師プロフィール

〒031-0081 青森県八戸市柏崎1-11-18 シエナビル4階

TEL：0178-43-3351（平日9時～17時） FAX：0178-43-3354

八戸支店

株式会社Ｓｔａｙｗａｙ

取締役

金澤 正 氏

三井住友海上あいおい生命保険株式会社

青森生保支社長

冨澤 梢 氏
コンサルティング会社を経て、2014年同社に入社。

2024年3月まで、宮城県にて営業を担当。

東日本大震災での実体験や、

経営者とともに歩んできた経験を生かし、

防災・減災対策の推進にも力を入れている。

事業継続力強化計画は、約150社の認定を支援。

計画の認定で受けられるメリット

税制優遇 金融支援 補助金の優先採択さら
に、国からのマークを活用することで、会社
の信頼度が向上します。計画の策定を通じ
てリスクを認識することで、経営改善や安心
して働ける環境づくりに伴い人材確保も期
待できます。この機会にご検討されてみて
はいかがでしょうか。

公認会計士。デロイト トウシュ トーマツ出身。

大手国際会計事務所に15年以上在籍し、日本基準、米国会計基準、国際

会計基準に基づく監査業務や、IFRS導入コンサルティング業務などに従

事し、財務会計や内部統制、監査業務に深い知見と経験をもつ。

その後M&Aアドバイザリー業務に携わり、国内及びクロスボーダーM&A

取引における助言、評価、調査業務、PMI業務及びその他財務会計に関す

るコンサルティング業務など幅広い業務を経験。

三井住友海上エイジェンシー・サービス株式会社は
MS&ADインシュアランスグループの一員としてSDGsに取り組んでいます。 

事業継続力強化計画とは・・・

中小企業が自社の災害リスクを認識し、
防災・減災対策の第一歩として取り組む
ために、将来的に行う災害対策などを記
載する計画のことです。

能登半島地震における事業再建支援「な
りわい再建支援補助金」の申請に必須条
件とされている計画です。


